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指定就労継続支援Ｂ型事業者の指定取消処分について 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「法」という。）に

基づく指定就労継続支援Ｂ型事業者であるＭＹ１ｓｔＬＬＣ合同会社（以下「当該事業者」

という。）が運営する「上京ハウス」（以下「当該事業所」という。）について、不正請求の

疑いにより、監査を実施しました。 

その結果、当該事業所がサービス提供を行っていないにもかかわらず、サービス提供を

行ったものとして虚偽の記録を作成し、その書類を請求根拠として訓練等給付費（以下「給

付費」という。）を不正に請求し、受領した事実等を確認しました。 

このため、本日付けで、法第５０条に基づき「指定取消」の行政処分を実施すること、

法第８条に基づき、不正に請求し、受領していた給付費について、法に基づく加算金を含

めた額の返還を求めることを当該事業者に通知しました。 

 

 

１ 対象事業所 

⑴ 名  称 上京ハウス（就労継続支援Ｂ型） 

⑵ 開設法人 ＭＹ１ｓｔＬＬＣ合同会社（代表社員 吉田 昌之） 

⑶ 所 在 地 京都市上京区大猪熊町８３の建物の１階 

⑷ 指 定 日 令和３年１０月１８日 

⑸ 管 理 者 平井 辰弥 

 

【就労継続支援Ｂ型】 

   一般企業などに雇用されることが困難であって雇用契約に基づく就労が困難である障害のある方

に対して、就労の機会を提供するとともに、生産活動の機会の提供を通じて、就労に必要な知識及

び能力の向上のために必要な訓練その他の便宜を供与する事業をいう。 

 

２ 監査の実施結果 

⑴  監査に係る経過 

   当該事業所が、本市等の支給決定を受けた障害のある方に対して、サービス提供を

行った実態がないにもかかわらず、給付費を本市等に請求している疑いがあったため、

本市職員による現地の監視等を行った結果、不正請求の疑いが濃厚となった。 

 

⑵  監査の実施 

令和６年８月５日に、当該事業所への立入検査及び利用者への自宅訪問による聴き

取りを実施し、同日以降９月１０日まで監査を実施した。 

 



⑶  監査で確認した事実 

  ア 不正請求（法第５０条第１項第６号） 

(ｱ) 令和４年１１月から令和６年６月までの期間の日曜日及び管理者が出勤して 

いない土曜日について、当該事業所が営業していないにもかかわらず、従業者が

出勤し、利用者にサービス提供を行ったものとして虚偽の記録を作成し、給付費

を本市等に請求し、受領した。 

(ｲ) 施設外就労について、施設外就労先３か所のうち２か所において、施設外就労

先が廃業した後の期間において、当該施設外就労先で利用者が就労したものとし

て記録を作成し、給付費を本市に請求し、受領した。 

また、施設外就労先では、事業所は施設外就労先の企業から請け負った作業を

独立して行い、利用者に対する必要な指導等は、事業所の支援員が行う必要があ

る。しかし、残り１か所については、当該事業所は支援員が利用者に必要な指導

を行っていないだけでなく、作業内容も把握していない状況で、それにもかかわ

らず、当該事業所は、施設外就労を行ったとして給付費を本市等に請求し、受領

した。 

【施設外就労】 

     企業から作業を請け負い、事業所の支援員と利用者が一緒に企業に赴いて請け負った作業を行

うこと。 

 

イ 虚偽報告（法第５０条第１項第７号） 

監査（法第４８条第１項に基づく検査）において、当該事業所は、海外在住の人

物を従業者として勤務していたとする虚偽の勤務実績書類、利用者へのサービス提

供記録等を本市に提出した。 

 

ウ 運営基準違反（法第５０条第１項第５号） 

管理者が、自身が出勤している日以外の従業者の出勤状況、施設外就労の実施状

況、利用者へのサービス提供の内容について把握しておらず、管理者の責務である、

事業所の従業者及び業務の管理その他の管理を一元的に行う責任を果たしていなか

った。 

 

３ 行政処分の実施 

⑴  処分内容 

   指定取消（令和７年１月１日効力発生） 

 

 ⑵ 処分理由 

   給付費に係る不正請求、虚偽報告及び運営基準違反 

   （法第５０条第１項第５号、第６号及び第７号に該当） 

 

 ⑶ 経済上の措置 

   法第８条第２項に基づき、本市に不正に請求していた給付費について返還を求める

とともに、不正請求額に１００分の４０を乗じて得た加算額を請求する。 



    請求額      ５６，９８３，８６９円 

    （不正請求額）  ４０，７０２，７６４円 

    （加算額）    １６，２８１，１０５円（※） 

※ 不正請求額に１００分の４０を乗じ、小数点以下を切り捨てた額。 

 

４ 利用者への対応 

  当該事業者の責任において、利用者に対し他事業所の斡旋等を進めている。本市とし

ては利用者が継続的に障害福祉サービスを受けることができるよう、当該事業者におけ

る他事業所の斡旋等の進捗状況を把握し、指定取消の効力発生日までに受入先の確保が

できるよう、必要に応じて指導を行う。 


